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開発などによる突発的人口変動を考慮した小地域別将来人口推計 

 

7．都市計画－10．調査・評価と計画支援 正会員  内田瑞生*1 会員外  木暮洋介*1 

  

小地域 将来人口推計 平滑化 

ベイズ推定 異常検知 コーホート要因法 

 

1. はじめに 

現在，我が国は，長期的な人口減少過程にあり，今後，

高度経済成長期前後に整備された社会資本の老朽化が急

速に進むことが懸念されている．こうした人口減少社会

において，社会資本整備の効率性を高めていくためには，

町丁目などの詳細な地域区分（以下，小地域と呼ぶ）での

インフラ需要把握が必要であり，今後，小地域別の将来人

口推計の重要性が高まると考えられる． 

我が国では，国立社会保障・人口問題研究所（社人研）

による将来推計人口が 5 年ごとに作成・公表されている

が，小地域別の将来推計人口は作成・公表されていない．

一方で，小地域を対象とした将来人口推計ツール・事例は，

国土技術政策総合研究所（国総研）1)による「将来人口・

世帯予測ツール V2（H27 国調対応版）」，国土政策局 2)に

よる「メッシュ別将来人口推計」や井上 3)による「全国小

地域別将来人口推計システム」など，すでに複数存在する． 

これらの先行事例では，コーホート変化率法・コーホー

ト要因法のいずれかが用いられているが，こうした小地

域別の将来人口推計の課題として，人口の小さい地域に

おいて，移動率・コーホート変化率などが不安定になると

いう少数問題（small number problem）4)が知られている．

また，古藤 5)は，開発・建設といった不連続的人口変動（以

下，突発的人口変動と呼ぶ）がみられることを推計上の課

題に挙げている．これらは人口の過大推計を引き起こす

ため，小地域別の将来人口推計で特に重要な課題となる． 

こうした課題に対処するため，国総研 1)の推計事例では，

対象となる小地域の純移動率が 2 以上の場合に，市区町

村別の平均純移動率で置き換えるという処置がなされて

おり，国土政策局 2)の推計事例では，市区町村別の純移動

率のみが用いられている．しかし，純移動率に上限を定め

る処置については，適切な基準が存在せず，暫定的な対応

といえる．一方で，平均純移動率を用いる処置についても，

小地域の地域特性が反映されないという課題が生じる． 

少数問題に対する代表的なアプローチとして，ベイズ

推定に基づく平滑化が知られており，空間疫学において

死亡率の推定などに活用されてきたたとえば 6)，7)．一方で，

井上 3)は，ベイズ推定に基づく平滑化手法では，異常値に

対する平滑化の効果が弱く，将来人口推計に適用するこ

とは困難であると指摘し，人口ポテンシャル 8)に基づく平

滑化手法を新たに提案した． 

ベイズ推定に基づく平滑化手法の平滑化効果の弱さは，

これらの手法が，突発的人口変動の影響の除去を目的と

したものでないことに起因すると考えられる．通常，ベイ

ズ推定に基づく平滑化では，少数問題の解決に主眼が置

かれ，特定期間における観測ノイズのみが除去される．一

方で，将来人口推計では，将来の移動率やコーホート変化

率の推定が必要となるため，データの観測期間における

観測ノイズだけでなく，当該期間での突発的人口変動に

対しても，別途，平滑化を行う必要があると考えられる． 

そこで本研究では，突発的人口変動を考慮したベイズ

推定に基づく平滑化手法を提案し，従来の将来人口推計

手法との精度比較を行う．具体的には，混合分布に基づく

異常検知をベイズ推定に基づく平滑化手法に応用するこ

とで，少数問題の解決に加えて，突発的人口変動の影響の

除去を可能とする手法を提案した． 

 

2. 将来人口推計の方法 

2.1. コーホート変化率法・コーホート要因法 

ここでは，最も一般的な将来人口推計方法のコーホー

ト変化率法とコーホート要因法について述べる． 

コーホート変化率法は，コーホート要因法の簡便法に

位置付けられるが，コーホート要因法と同程度の推計精

度を有することが知られている 9)．一方で，コーホート変

化率法では，人口変動が死亡および転出入のいずれによ

るかが区別されないため，死亡数や転入超過数の推計が

必要な場合には，コーホート要因法が用いられる．時点𝑡

から時点𝑡 + 𝑛にかけての地域𝑖・性別𝑠・年齢階級𝑎（𝑛歳

階級）のコーホート変化率 𝑐𝑖
𝑠
𝑎
𝑡は，式(1)で定義される．た

だし，年齢階級𝑎を，各階級の最低年齢で表す． 

𝑐𝑖
𝑠
𝑎
𝑡 =

𝑃𝑖
𝑠
𝑎+𝑛
𝑡+𝑛

𝑃𝑖
𝑠
𝑎
𝑡

𝑃𝑖
𝑠
𝑎
𝑡:時点𝑡・地域𝑖・性別𝑠・年齢階級𝑎の人口

(1) 
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コーホート要因法は，コーホート変化率を生残率と移

動率に分解することで，自然増減（出生・死亡）と社会増

減（転入超過）をそれぞれ推計可能な方法である． 

コーホート要因法では，地域𝑖・性別𝑠・年齢階級𝑎の人

口が時点𝑡から時点𝑡 + 𝑛にかけて生き残る割合である生

残率 𝑆𝑖
𝑠
𝑎
𝑡が，式(2)で定義される．生残率は，社人研が公表

する市区町村別生命表の定常人口などから算出可能であ

る．また，コーホート要因法では，通常，コーホート変化

率から生残率を差し引いた純移動率が設定される． 

𝑆𝑖
𝑠
𝑎
𝑡 =

𝑃𝑖
𝑠
𝑎
𝑡 − 𝐷𝑖

𝑠
𝑎
𝑡

𝑃𝑖
𝑠
𝑎
𝑡

𝐷𝑖
𝑠

𝑎
𝑡 :時点𝑡から時点𝑡 + 𝑛にかけての死亡数

(2) 

本研究では，コーホート要因法に基づき将来人口推計

を行うこととする．ただし，ベイズ推定に基づく平滑化で

は，観測される事象数がポアソン分布に従うと仮定する

ことが一般的であり 4)，これらの発生率は正である必要が

ある．そのため，負になりうる純移動率に対してベイズ推

定に基づく平滑化を行うことは困難である．そこで，本研

究では，負になりうる純移動率ではなく，式(3)で定義さ

れる移動率 𝑚𝑖
𝑠

𝑎
𝑡を用いる．したがって，式(4)のように，コ

ーホート変化率 𝑐𝑖
𝑠
𝑎
𝑡は生残率 𝑆𝑖

𝑠
𝑎
𝑡と移動率 𝑚𝑖

𝑠
𝑎
𝑡の積として表

される． 

𝑚𝑖
𝑠

𝑎
𝑡 =

𝑃𝑖
𝑠
𝑎+𝑛
𝑡+𝑛

𝑃𝑖
𝑠
𝑎
𝑡 − 𝐷𝑖

𝑠
𝑎
𝑡

(3) 

𝑐𝑖
𝑠
𝑎
𝑡 = 𝑆𝑖

𝑠
𝑎
𝑡 𝑚𝑖
𝑠

𝑎
𝑡 (4) 

また，子ども女性比 𝑏𝑖
𝑠 𝑡は，式(5)で表される．ただし，

本研究では，子ども女性比を男女別に算出することによ

り出生性比を考慮した． 

𝑏𝑖
𝑠 𝑡 =

𝑃𝑖
𝑠
0
𝑡+𝑛

𝐹𝑖
𝑡+𝑛

𝐹𝑖
𝑡+𝑛:時点𝑡 + 𝑛・地域𝑖の出生可能年齢女性人口

(5) 

以上より，時点𝑡から時点𝑡 + 𝑛にかけての人口変動が，

式(6)で表される．小地域別の将来人口推計では，移動率

𝑚𝑖
𝑠

𝑎
𝑡や子ども女性比 𝑏𝑖

𝑠 𝑡が過大となった場合に人口の過大

推計が生じる可能性がある．そこで，次節以降では，これ

らを平滑化する手法について述べる． 

{
𝑃𝑖
𝑠
𝑎+𝑛
𝑡+𝑛 = 𝑆𝑖

𝑠
𝑎
𝑡 𝑚𝑖
𝑠

𝑎
𝑡 𝑃𝑖
𝑠
𝑎
𝑡

𝑃𝑖
𝑠
0
𝑡+𝑛 = 𝑏𝑖

𝑠 𝑡 𝐹𝑖
𝑡+𝑛 (6) 

 

2.2. 将来人口推計における従来の平滑化手法 

国総研 1)や国土政策局 2)による先行事例では，推計対象

の小地域を含む地域区分（市区町村や都道府県など）で集

計した移動率を用いることで平滑化を行っている．こう

した方法は，地域化手法（regionalization methods）の一種

に位置付けられる 4)（以下，平均化手法と呼ぶ）． 

井上 3)は，ベイズ推定に基づく平滑化手法の平滑化の効

果の弱さを指摘したうえで，人口ポテンシャル 8)に基づく

平滑化手法を提案した（以下，井上手法と呼ぶ）．井上手

法では，小地域𝑖の移動率（または子ども女性比）𝜃̂𝑖が，式

(7)により算出される．ただし，以下では，ある時点の人

口に生残率を掛けた人口を封鎖人口と呼び，その次の期

の人口を次期人口と呼ぶこととする．また，小地域𝑖以外

の添え字は省略する． 

𝜃̂𝑖 =

{
 
 

 
 𝑁′ + √𝑛𝑖

′𝑁′

𝑁
, if 𝑛𝑖 = 0 

√𝑛𝑖

√𝑛𝑖 +√𝑁

𝑛𝑖
′

𝑛𝑖
+

√𝑛𝑖

√𝑛𝑖 +√𝑁

𝑁′

𝑁
, if 𝑛𝑖 ≠ 0

𝑛𝑖
′:小地域𝑖の次期人口（出生数）

𝑛𝑖:小地域𝑖の封鎖人口（出生可能年齢女性人口）

(7) 

最後に，ベイズ推定に基づく従来の平滑化手法を取り

上げる．本研究では，Anselin ら 4)と同様に，次期人口（ま

たは出生数）がポアソン分布に従い，移動率（または子ど

も女性比）がガンマ分布に従うと仮定する．これは，式(8)

のように表せる． 

𝑛𝑖
′|𝜃𝑖~Poisson(𝜃𝑖𝑛𝑖)

𝜃𝑖~Gamma(𝛼, 𝛽)

𝜃𝑖 > 0:移動率（子ども女性比）

𝛼 > 0, 𝛽 > 0:パラメータ

(8) 

式(8)において，次期人口（または出生数）が𝑛𝑖
′のとき，

移動率（または子ども女性比）𝜃𝑖の事後分布は，ベイズの

定理より式(9)となる 4)．そのため，𝜃𝑖の事後分布の期待値

より，移動率（または子ども女性比）が，式(10)のように

平滑化される．ただし，ポアソン分布の母数を定める𝑛𝑖は

正でなくてはならないため，𝑛𝑖 = 0の場合には，事前分布

の期待値により平滑化を行うものとする． 

𝜃𝑖|𝑛𝑖
′~Gamma(𝑛𝑖

′ + 𝛼, 𝑛𝑖 + 𝛽) (9) 

𝜃̂𝑖 =

{
 

 
𝑛𝑖
′ + 𝛼

𝑛𝑖 + 𝛽
, if 𝑛𝑖 > 0

𝛼

𝛽
, if 𝑛𝑖 = 0

(10) 

式(10)に示した，ベイズ推定に基づく従来の平滑化手

法により，少数問題に対処することが可能であると考え

られる．一方で，将来人口推計に特有の課題である突発的

人口変動の影響の除去は困難であると考えられる． 

 

2.3. 突発的人口変動を考慮した平滑化手法の提案 

本節では，突発的人口変動の影響を除去可能な平滑化

手法を提案する． 

全国などを対象に将来人口推計を行う場合，移動率・子

ども女性比に突発的人口変動による異常値が含まれる可

能性が非常に高いといえる．このように，データに異常値

が含まれることが明確な場合には，混合分布を用いたク

ラスタリングによる異常検知が有効である 10)． 

本研究では，移動率（または子ども女性比）𝜃𝑖が，正常

値および異常値，それぞれに対応する 2 つの確率分布を

混合した混合ガンマ（gamma mixture）分布に従うと仮定
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し，式(11)のモデルを提案する．混合分布による異常検知

では，確率分布ごとに算出される負担率（合計が 1 とな

る）に基づき，正常値か異常値かが判断される．具体的に

は，あらかじめ閾値を定め，正常値の確率分布の負担率が

閾値を上回る場合には，正常値であると判断する． 

𝑛𝑖
′|𝜃𝑖~Poisson(𝜃𝑖𝑛𝑖)

𝜃𝑖~GammaMixture(𝜙,𝛼𝐼𝑛 , 𝛽𝐼𝑛 , 𝛼𝑂𝑢𝑡 , 𝛽𝑂𝑢𝑡)

0.5 < 𝜙 ≤ 1:正常値の確率分布の混合係数

𝛼𝐼𝑛 > 0, 𝛽𝐼𝑛 > 0:正常値の確率分布のパラメータ

𝛼𝑂𝑢𝑡 > 0,𝛽𝑂𝑢𝑡 > 0:異常値の確率分布のパラメータ

(11) 

本研究では，正常値の確率分布の負担率が 0.5 以上の場

合に，正常値であると判断した．式(11)より，移動率（ま

たは子ども女性比）が，式(12)のように平滑化される． 

𝜃̂𝑖 =

{
 

 
𝑛𝑖
′ + 𝛼𝐼𝑛
𝑛𝑖 + 𝛽𝐼𝑛

, if 𝑛𝑖
′が正常値

𝛼𝐼𝑛
𝛽𝐼𝑛

, if 𝑛𝑖
′が異常値または𝑛𝑖 = 0

(12) 

以下では，ベイズ推定に基づく平滑化手法のうち，前節

の式(10)の従来手法を単一分布手法，式(12)の提案手法を

混合分布手法と呼んで区別する．本研究では，ガンマ分布

とポアソン分布の混合分布が負の二項分布になることを

利用し，最尤法により，確率分布のパラメータ推定を行っ

た． 

 

3. 将来人口推計の精度検証 

3.1. 将来人口推計の実施概要 

本研究では，2010 年・2015 年の国勢調査の小地域・男

女・5 歳階級別人口および社人研による市区町村別生命表

より，全国の 2045 年までの小地域・男女・5 歳階級別の

将来人口推計を行う． 

ただし，小地域の地域区分については，2020 年国勢調

査の実績値による精度検証が可能となるよう，2020 年国

勢調査の小地域に合わせる処理を行った．また，年齢階級

については，市区町村・男女・5 歳階級（0～95 歳以上）

別人口に基づく按分処理により，0 歳から 75 歳以上まで

の 5歳階級を 0歳から 95 歳以上までの 5歳階級に変換し

た．さらに，女性の出生可能年齢を，社人研による地域別

将来人口推計（2018 年推計）と同様に，15 歳から 49 歳

までと設定した． 

本研究では，単一分布手法，混合分布手法，平均化手法

および井上手法の 4 種類の手法で将来人口推計を実施し

た．ただし，単一分布手法および混合分布手法では，移動

率に関するパラメータ推定を男女・年齢階級別に行い，子

ども女性比に関するパラメータ推定を男女別に行った．

また，平均化手法および井上手法では，市区町村および都

道府県を集計区分として，それぞれ推計を行った． 

将来人口推計の結果，混合分布手法では，移動率の約

2.8 %，子ども女性比の約 0.23 %が異常値と判定された． 

3.2. 将来人口推計の精度検証結果 

まず，長期推計における人口の過大推計の発生状況を

確認するため，社人研による地域別将来人口推計（2018 年

推計）の 2045 年時点の将来推計人口（市区町村・男女・

5 歳階級別）と各手法の推計結果を比較した． 

社人研による 2045年将来推計人口との比較の結果を図

-1 に示す．図-1 より，ベイズ推定に基づく従来手法であ

る単一分布手法では，井上 3)が指摘した通り平滑化の効果

が弱く，人口の過大推計が生じていることが確認できる．

また，市区町村を集計区分とする平均化手法・井上手法で

も一部，人口の過大推計が生じた．一方で，混合分布手法

や，都道府県を集計区分とする平均化手法・井上手法では，

人口の過大推計は生じなかった． 

次に，単一分布手法における人口の過大推計が開発に

よる突発的人口変動に起因することを確かめるため，国

土地理院の公開する空中写真を用いて，開発状況の確認

を行った．ここでは，2015 年人口に対する 2045 年人口の

比を小地域別に算出し，上位 20 小地域を対象に，2010 年

前後から 2015 年前後にかけての空中写真を取得した．空

中写真が取得できた 16 小地域について確認したところ，

いずれの小地域においても 2010 年前後から 2015 年前後

にかけて開発が行われたことが明らかとなった． 

 
図-1 社人研将来人口の 2045年人口との比較 

（市区町村・男女・5歳階級別） 
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単一分布手法の人口比上位 20 地域のうち，上位 5 地域

における，単一分布手法および混合分布手法の人口比の

結果を，表-1 に示す．また，参考として，上位 20 地域の

うち，下位 5 地域（第 16 位から第 20 位）の結果を表-2

に示す．表-1 および表-2 より，単一分布手法では，2015

年から 2045 年までの 30 年間で，人口が約 700 倍から約

17,000 倍になるといった人口の過大推計が生じているこ

とが確認できる．一方で，混合分布手法では，これらの小

地域の人口比は，約 1.2 から約 1.6 となり，開発に伴う突

発的人口変動の影響が除去されていることがわかる．例

として，人口比第 1 位の福岡市西区西都一丁目および第

20 位の名古屋市名東区高針荒田の空中写真を，それぞれ，

図-2 および図-3 に示す． 

最後に，2020 年国勢調査の小地域・男女・5 歳階級別人

口による精度検証を行った．ここでは，小地域・男女・5

歳階級別人口に対する平均絶対誤差（MAE）および平均

絶対パーセント誤差（MAPE）を都道府県別に算出した．

ただし，MAPE の算出では，真値 0 のデータを無視した．

精度検証の結果を図-4 に示す．図-4 より，混合分布手法

の MAE および MAPE は，単一分布手法・平均化手法・

井上手法の MAE および MAPE よりも小さくなった． 

以上より，混合分布手法が，突発的人口変動に伴う人口

の過大推計の解消に有効であることに加えて，従来手法

よりも高い推計精度を有することが確認された． 

 

4. おわりに 

本研究では，開発などによる突発的人口変動が移動率

などに与える影響を除去するため，混合分布による異常

検知を活用した平滑化手法を提案し，将来人口推計の精

度検証を行った．検証の結果，従来手法の課題であった長

期推計における人口の過大推計が生じないことや，従来

手法よりも推計精度が高いことが確認された． 

本研究では，男女・5 歳階級ごとに移動率などの異常検

知を行っているため，学生寮のように異なる年齢階級間

で転出入が相殺される社会増減が異常と判定されてしま

う．こうした問題への対処は今後の課題としたい． 
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表-1 単一分布手法人口比第 1～5位の結果比較 

 

表-2 単一分布手法人口比第 16～20位の結果比較 

 

 
図-2 福岡市西区西都一丁目の空中写真 

 
図-3 名古屋市名東区高針荒田の空中写真 

 
図-4 2020年国勢調査人口による精度検証結果 


